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◆建設業労働災害防止対策等実態調査～平成16年～　　8月12日(厚生労働省) 
　・工事現場の巡視（安全パトロール）を実施している事業所の割合は83.6％。 

◆国民経済計算～4－6月期・1次速報～　　8月12日（内閣府） 
　・実質ＧＤＰ（国内総生産）の成長率は、前期比0.3％（年率1.1％）とプラス成長。 
　・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が0.1％、財貨・サービスの純輸出（外需）が0.2％。 

◆人口動態統計速報～平成17年上半期～　　8月23日(厚生労働省) 
　・今年1～6月の死亡数は出生数を上回り、半年間で3万1,034人の人口減。 

◆民間主要企業春季賃上げ妥結状況～平成16年～　　8月25日（厚生労働省） 
　・妥結額は5,422円、賃上げ率は1.71％と額、率ともに前年を上回った。 

◆労働力調査詳細結果～4―6月平均速報～　　8月30日（総務省） 
　・役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は、32.3％と前年同月比1.1ポイントの上昇。 
　・完全失業者を失業期間別にみると、「3か月未満」が121万人と最も多く、「１年以上」の93万人が続く。「1年以上」
は、前年同期比12万人減。 

◆労働経済動向調査～平成17年8月～　　9月1日（厚生労働省）  
　・常用労働者過不足判断D.I.(「不足」－「過剰」）は前期比同16ポイントと不足超過幅が拡大。 
　・雇用調整実施事業所割合（4～6月期実績）は調査産業計で14％と、前期比横ばい。 

◆平成18年３月高校・中学新卒者の求人・求職状況～平成17年7月末～　　9月9日（厚生労働省）  
　・高校新卒者の求人倍率は0.90倍と、前年同期を0.21ポイント上回った。 
　・中学新卒者の求人倍率は0.22倍と、前年同期を0.07ポイント上回った。 
 

最 近 の 統 計 調 査 より  

8月10日～9月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

学校基本調査速報～平成１7年～　　8月12日（文部科学省） 

～大学（学部）卒業後の状況の変化～ 
　2005年（平成17年）の学校基本調査（速報）によると、大学（学部）卒業者について、就職率は前年比3.9ポイン
ト上昇と増加し、59.7％となった。男女別にみると男性56.6（同3.5ポイント上昇）、女性64.0％（同4.3ポイント上昇）
と共に改善している。 
また、大学院等（大学院研究科、大学学部への再入学、短期大学本科、大学・短期大学の専攻科、別科）への進学
率は12.0％で、過去最高となった。一方、進学も
就職もしていない者の比率は17.8％。一時的な仕
事に就いた者の割合を見ると、3.5％と昨年より1
ポイント低下。なお、就職率は上昇傾向にあるが、
大卒初任給は低下の傾向にある。 
 
※｢進学も就職もしていない者」とは、家事の手伝いな
どで、「就職」でも「大学院等への進学者」や「専修学
校・外国の学校等入学者」等でもないことが明らかな者。
なお、以前の数値と比較するため、平成16年から新たに
加わった「専修学校・外国の学校等入学者」は、「進学
も就職もしていない者」に含めた。 
 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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産業分類 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　今回は、産業分類にまつわる話題を提供します。 
 
　調査結果をまとめるとき、調査対象全体についての結果に加えて、調査対象をいくつかの属性に分けて
結果を得たい場合があります。このとき、どのような属性別に分けるかが問題となるのですが、事業所対
象の調査においては、事業所の行う事業の種類によって分けるのが自然です。この分け方が産業分類にな
ります。そして、その産業分類の基準として「日本標準産業分類」（以下「JSIC」とします。）があります。
分類基準が設けられる理由としては、同一の分類体系を使用すると、異なる統計調査結果の比較や相互利
用が可能となることが上げられます。 
　JSICは総務省統計局において定められ、産業構造変化の進展に応じて改訂が重ねられており、直近では、
2002年に改訂されました。2002年の改訂では、情報通信の高度化、経済活動のソフト化・サービス化、少
子・高齢社会への移行等に伴う産業構造の変化に適合するよう大分類が新設されるなど、全面的な見直し
が行われました（表１）。 
　この2002年の改訂に対して、労働に関する統計では下のような対応が図られました。 
１　厚生労働省「毎月勤労統計調査」は、2005年以降、現在のJSICに基づく分類での集計が行われています。
そして、時系列の接続を図るため、2000年から2004年までについて現在のJSICに基づく分類での再集計が
行われました。 
２　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」は、2004年以降、現在のJSICに基づく分類での集計が行われる
こととなりました。そして、前年比を見るため、2003年について現在のJSICに基づく分類による再集計が
行われました。 
３　総務省統計局「労働力調査」は、2003年以降、現在のJSICに基づく分類での集計が行われることとな
りました。そして、2002年までの集計とは接続しないという原則をとりつつ、1998年から2002年までの就
業者数と2002年の雇用者数について現在のJSICに基づく分類での再集計が行われました。 
　さて、現在のJSICの中に「複合サービス事業」という分類があり、これは今話題の郵便局と、協同組合
などが含まれています。そのため郵政民営化は、
JSICに影響を与える可能性があり、統計マンとして、
分類がどのようになるかという点で関心のあるとこ
ろです。 
　さきに、統計基準が設けられるメリットとして、
異なる統計の比較が可能となることにふれましたが、
外国との比較（国際比較）という観点において、共
通の分類基準は重要なこととなります。JSICは、国
内の分類基準として設けられていますが、国際比較
の可能性は重要との観点から、JSICの見直しを行な
う際に、国際的比較可能性を考慮に入れることが求
められています（表２）。 
　また、国連（国際連合統計部）において、国際標
準産業分類（以下「ISIC」とします。）が作成され
ているように、国際比較が可能となるような、国際
的な分類基準作りも行われています。 
　ISIC（現在Rev.3.1）については、現在、見直しが
進められており、ISIC（Rev.４）のドラフト（草案）が
公表されております。 
（参考：http://unstats.un.org/unsd/cr/registry/isic-4.asp） 


